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技術提案書　　提出時のチェックリスト（造林・生産用）
※ 「過去○年間」とは、本公告が属する年度の始期から遡って過去○年間のことです。

技術提案書の提出について 様式１（付表）

提出年月日は適切ですか。

問い合わせ先は記入していますか。

1 事業計画に係る技術提案 様式２ （「簡易型」は記載・添付不要）

① 事業実行上の考慮事項

事業名、会社名が記入されていますか。

提案の　□　にチェックを入れていますか。

事業の手順等の工夫等について、具体的な実施方法等を記入しましたか。

② 事業計画の工程管理 様式３ （「簡易型」は記載・添付不要）

事業名、会社名が記入されていますか。

入札公告の履行期間と工程表の事業期間は適切ですか。

工程表の工程別（工種）・月別欄（範囲・数量）は記入していますか。

工程管理に係わる技術的所見について、具体的な実施方法等を記入しましたか。

複数年契約事業において年度別実行区域を図示した図面を添付しましたか。

③ 発注者が指定した課題への対応 様式４ （「簡易型」は記載・添付不要）

事業名、会社名が記入されていますか。

提案の　□　にチェックを入れていますか。

発注者が提示した課題に対する技術的所見について、具体的な実施方法等を記入しましたか。

課題に対応する技術的所見となっていますか。

④ 作業方法等による品質確保 様式５ （「簡易型」は記載・添付不要）

事業名、会社名が記入されていますか。

提案の　□　にチェックを入れていますか。

品質を確保する作業方法等の工夫等について、具体的な実施方法等を記入しましたか。

品質を確保する技術的所見となっていますか。

⑤ 安全確保対策 様式６ （「簡易型」は記載・添付不要）

事業名、会社名が記入されていますか。

提案の　□　にチェックを入れていますか。

安全確保対策について、具体的な実施方法等を記入しましたか。

⑥ 効率化の工夫（一貫作業） 様式７ （「簡易型」は記載・添付不要）

事業名、会社名が記入されていますか。

提案の　□　にチェックを入れていますか。

それぞれの項目について、具体的な実施方法等を記入しましたか。

⑦ 効率化の工夫（複数年事業） 様式８ 複数年事業のみ提出 （「簡易型」は記載・添付不要）
事業名、会社名が記入されていますか。
提案の　□　にチェックを入れていますか。
それぞれの項目について、具体的な実施方法等を記入しましたか。

注意： 上記①～⑦について、同じ内容の実施方法が記入されていませんか。

（具体的な実施方法が記入されても重複の場合は不採択となります。）

2 企業の事業実績等 様式９

事業名、会社名が記入されていますか。

１）同種事業の実績

過去15年間の同種事業ですか。

共同事業体の場合は代表者の同種事業となっていますか。

「事業成績評定通知書の写し」又は「契約書の写し等」の証明できる資料が添付されていますか。

２）事業成績評定　　 （付表１・２）

過去２年間の同種事業ですか。

全ての事業成績評定通知書の写しを添付しましたか。

付表に事業名毎及び完了年度等の必要事項を記入していますか。

３）事業に関する表彰実績

過去10年間に国有林間伐・再造林推進コンクールで最優秀賞または優秀賞の受賞はありますか。

過去５年間に四国森林管理局長より国有林間伐推進コンクールに優良事例としての推薦、または、国の機関・都
道府県・市町村から事業に関する表彰を受けたことはありますか。

一貫作業のみ提出



４）立木販売購入の実績

四国森林管理局管内における立木販売を購入した実績はありますか。

売買契約の年月日は、公告日の属する年度及び当該年度より過去３年間の範囲となっていますか。

５）本店、支店又は営業所の所在の有無

本店等は、当該事業地の所在する県内、または、四国内に所在していますか。

共同事業体の場合は代表者の本店・支店等の所在地となっていますか。

６）低入札の有無

前々年度から当該公告日の前日までに、低入札価格調査の対象となったことがありますか。

対象となったことがある場合、対象となった全ての事業成績評定通知書の写しを添付していますか。

3 配置予定技術者等の能力 様式10

事業名、会社名が記入されていますか。

１）配置予定技術者の実務経験

過去15年間の同種事業の実務経験はありますか。

配置予定技術者の氏名を記入していますか。（複数でも可能）

現場代理人として従事した実務経験年数を記入しましたか。

現場代理人として従事していた場合、その証明資料を添付しましたか。

２）配置予定技術者の保有資格　（上記、現場代理人のみの資格等を記入。）

配置予定の技能者と混同していませんか。

指定された資格ですか。（資格証の写しを添付しましたか。）

技術職員の場合は実務経験年数等の従事履歴の証明を添付しましたか。

３）配置予定作業員等の森林作業道等に係る研修の受講状況

対象者は事業対象箇所に配置を予定している現場代理人及び作業員ですか。

林野庁又は地方自治体主催・実施の研修の修了証書の写し等、受講を確認できる資料を添付しましたか。

過去５年間の実績となっていますか。

4 地域への貢献 様式11

事業名、会社名が記入されていますか。

１）災害協定等

国、地方公共団体等との災害協定ですか。

申請時は協定期間中となっていますか。

協定書の写し等の証明資料を添付しましたか。

２）防災活動に関する表彰

国有林又は国有林以外との防災活動に関する表彰ですか。

過去２年間の表彰ですか。

記載する事項または表彰の写し等の証明資料を添付しましたか。

３）ボランティア活動の実績

防災に資するボランティア活動であり、事業者としての取組ですか。

公告日の属する年度及び当該年度より過去２年間の活動ですか。

活動の内容等が証明できる資料を添付しましたか。

４）獣害対策活動の実績

ボランティアによる獣害対策活動であり、事業者としての取組ですか。

公告日の属する年度及び当該年度より過去２年間の活動ですか。

活動内容等の必要事項を記入していますか。

活動内容等が証明できる資料を添付しましたか。

５）国土緑化活動に対する取組の実績

① 四国森林管理局と分収造林又は分収育林の契約が現在ありますか。

② 国又は地方公共団体等から国土緑化に係る表彰はありますか。

② 活動は事業者としての取組ですか。

② 過去５年間の活動ですか。

契約書の写し又は活動が証明できる資料を添付しましたか。



６）地域の民有林管理への貢献の取組

① 市町村長から経営管理実施権の設定を受けていますか。

② 森林経営管理法第36条第２項の要件に適合する者として当該都道府県から認定を受け公表されていますか。

③ 育成を図る林業経営体として当該都道府県から選定されていますか。

④ 森林法に基づく森林経営計画を自ら作成し、認定を受けていますか。

④ 過去５年間の内容となっていますか。

⑤ 前年度に民有林における森林整備作業を請け負った実績はありますか。

委託書・認定書の写し等の証明できる資料を添付しましたか。

5 企業の信頼性 様式12

作業員の雇用形態等

事業名、会社名が記入されていますか。

事業対象箇所に配置を予定しているすべての作業者ですか。

直雇・下請等別、常用・臨時別、地元雇用、月給・日給別等、それぞれの適否の欄は記入していますか。

安全対策等 様式13

事業名、会社名が記入されていますか。

１）伐採・造林に関する行動規範の策定

伐採・造林に関する行動規範の策定、または所属する業界団体等が作成した行動規範を遵守していますか。

行動規範の写しを添付しましたか。

２）働き方改革の取組

① 生産性向上の取組はありますか

② 技術の向上に向けた技術指導、研修会・講習会の開催・参加、資格取得等、事業者としての支援ですか。

② 過去３年間の実績となっていますか。

③ 現場作業員の休暇日数の確保と休養、健康管理等の取り組みはありますか。

取組等を証明できる資料を添付しましたか。

３）ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指標

① 女性活躍推進法に基づく「えるぼし認定」もしくは、一般事業主行動計画の策定はありますか。

②

③ 若者雇用促進法に基づく「ユースエール認定企業」に認定されていますか。

④ 若手の新規雇用があり継続していますか。

④ インターンシップの受け入れや合同説明会等への出席などの取組はありますか。

④ 公告日の属する年度及び当該年度より過去３年間の実績となっていますか。

証明できる資料等を添付しましたか。

４）安全対策

① 造林及び素材生産事業における死亡災害はありませんか。

② 休業４日以上の労働災害がある場合は、件数を記入しましたか。

民有林の事業も含め、前年度から当該公告の前日までとなっていますか。

③ 労働安全コンサルタントによる安全診断を受けていますか。

④ リスクアセスメントに取組んでいますか。

証明できる資料等を添付しましたか。

５）林業経営体登録

｢林業経営体に関する情報の登録・公表について｣に基づく県知事の認定ですか。

交付された認定通知書の写しを添付しましたか。

６）不誠実な行為の有無

前年度から当該公告日までに指名停止又は文書による指導・注意はありませんか。

７）賃上げ実施

従業員への賃金引上げ計画の表明書

中小企業等については、表明書とあわせて直近の事業年度の「法人税申告書別表１」を添付しましたか。

共同事業体が加点を受けるには各構成員による表明が必要です。

　記載内容に間違い等はありませんか。
　異なる項目において、重複した内容の記載が認められた場合は評価対象とならないこともあるので注
意下さい。
　虚偽の記載をした場合においては、指名停止措置要領に基づく指名停止を行うことがありますので、
十分確認した上で提出願います。

次世代育成支援対策推進法に基づく「プラチナくるみん認定企業」「くるみん認定企業」「トライくるみん認定
企業」に認定されていますか。


